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《研究ノート》
リカードウ経済学と価値論
羽鳥卓也氏『リカードウ研究』の問題提起によせて
八
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はじめに
　このノートは，羽鳥卓也氏のリカードウ研究（『リカードウ研究』未来社として1982年に
まとめられた）に触発されてかきとめられたものである。とりあげた論点は，第一には，初
期リカードウの利潤論の解釈をめぐるスラッファ説と羽鳥説の検討であり，第二には，「リ
カードウ労働価値論の自己破産の告白」と羽鳥氏が特徴づけた晩年の価値尺度論につい
てである。検討の視角は，羽鳥氏が提出した理論的問題点を，多義的な言葉の使用をさけ，
場合によっては簡単なモデルをもちいて，明確にすることである。第一一点については，ス
ラッファ説は羽鳥氏の批判の一部をうけいれたとしても崩壊しないという結論がえられる
とともに，古典派的な枠組みのなかでも利潤論と価値論の結合の仕方は多様でありうるこ
とが示唆される。第二点については，『原理』以降のリカードウの価値論の探究を，生産
の時間的構造をいれての労働価値論の展開の企図として把握し，価値尺度論におけるリカ
ードウの提案が検討される。理論的にみれば，本稿はこの二点の検討課題のどちらについ
ても，本来の問題の入口のところにたちどまっているという感をまぬかれない。羽鳥氏お
よび読者諸賢の御寛恕を乞う次第である。
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その一　　穀物費用の増大が相対価格および利潤率におよぼす影響
1．スラッファの推測した初期リカードウの利潤論
　周知のようにスラッファは195！年の『リカードウ全集』版『原理』の「序文」で，18！4
－15年の頃のリカード7は次のような利潤論をもっていたという解釈を提出した。
S－i）農業においては，資本（労働者の生活資料）も生産物も同じ穀物と考えてよい
　　から，その利潤率は，価値評価の問題ぬきに直接，穀物の分量の比率として得られ
　　る。
　ii）他の産業すべては，農業の生産物（穀物）を資本（労働者の生活資料）として用い
　　なくてはならないので，利潤率は穀物とくらべたその産業の生産物の相対価格の影響
　　をうける。
　重ii）したがって，もしもすべての産業に均等な利潤率が成立するとすれば，それは農業
　　の利潤率と同じ水準になる以外にない。各産業の生産物の相対価格がそうなるように
　　調整されるしかない。
　iv）したがって，劣等地耕作の進展は，必然的に農業のみならず産業一般の利潤率をも
　　低下させる。
　この推測にもとづけば，初期リカードウ利潤論は，農業のみが自己および工業に対して
投入をおこなうが工業はそれをおこなわないという二部門モデルで説明できる。
　いま農業を第1産業，工業を第2産業として，all，　a12をそれぞれ農産物（穀物）およ
び製造品1単位の生産に必要な農産物の投入量（これは穀物費用とよんでもよいだろう）
とすると，両産業生産物の価格P，（穀物），P，（製造品），両産業の利潤率をr、，　r，とす
ると，
　　　　　Pi　＝（1十　ri）　an　Pi
　　　　　P2　＝　（1＋　r2）　ai2Pi
また，工業製品の農産物（穀物）に対する相対価格をP’2（＝P，／P，）とすると，rr，　T，は
i）ii）の主張どおりに次の式であらわされ，
　　　　　ri　＝＝　（1一　a，，）／an
　　　　　rz　＝＝　（P’2／a，2）一　1
P’2を水平軸とする第1図のようなグラフにかくことができる。
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　主張iii）が成立するのは，相対価格P’2がa12／a11になる場合，つまり唯一の投入要素
である穀物の投下比率に等しくなる時である。相対価格がそのように調整されるメカニズ
ムが存在するとすれば，a12が不変でallのみが増大するとき　　差額地代論を前提すれ
ば，allは限界地の数値と考えて良い　　には，第1図にみるように一般利潤率も低下し，
主張iv）も成り立つ。
2．羽鳥氏のスラッファ批判と農工二部門の相互投入モデル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）　2－1　羽鳥氏は，スラッファの前記のような推測に1965年に異論をとなえ，新著でも
多少の変更を加えながらも，その批判を維持した。
　第1節のスラッファの主張に対応させて整理すると，羽鳥氏の主張は次のように要約さ
れる。これによれば，要するに，初期リカードウの利潤論は理論的に欠陥のある未完成な
理論であったということになる。
H－i）『利潤論』の中で農業者の資本に製造品がふくまれていることからわかるように，
　　農業もまた他産業（工業〉からの投入を必要とする。
（1）羽鳥卓也「初期リカードウの価値と分配の理論」，『商学論集』（福島大）34－3。
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　ii　）リカードウが農業利潤率の計算にあたって，穀物単位を用いているのは，貨幣価値
　　の変動のおよぼす影響を回避するために，穀物を価値尺度財（ニューメレール）とし
　　て採用したからである。実物的な投入・産出の量的比率を計算したのではない。
　iii）リカードウは劣等地耕作による農業の生産性低下から直接に農業利潤率の低下をと
　　いたが，農業利潤率は，技術的な条件（投入係数）だけでなく，穀物と製造品の相対
　　価格にも依存するから，これは短絡である。穀物価格の上昇による製造品の相対価格
　　の低下は，かえって利潤率を上昇させるかもしれない。
　iv＞穀物価格の上昇は，実質賃金一定の想定のもとで貨幣賃金率を上昇させるが，生産
　　条件に変化のない他産業生産物の価格は一定とすれば，それによって他産業の利潤率
　　は低下する。しかし，リカードウの「農業の利潤率に他の産業のそれもし．たがう」と
　　いう主張は，根拠薄弱である。
　羽鳥氏の主張i）に対応する農工二部門モデルは，両部門がそれぞれ相互に投入をおこ
なうものになる。私達の課題は，こうした相互投入型の農工連関モデルについて，スラッ
ファの主張と羽鳥氏の主張を対比することである。新しくでてくる記号は，製造品の投入
係数a，、と，a22である。
　　　　　1＝「、＝＝（1一←rl）（a11P，十a21P，）より，
　　　　　r、＝1／（a、、＋a21P’、）一1
　　　　　P，＝（1十γ2Xa1，P，十a22　P2）より，
　　　　　r2　＝　P’2／（a12＋　a22P’2）一1
となり，グラフを第2図のようにかける。
　まず，このような産業連関を想定するかぎりは，a、、単独でr1を決定することはないか
ら，S－i）はそのままでは成り立たない。　H－ii）は，相対価格を式（グラフ）で考慮
することで答えられている。H－iiりもハの式（グラフ）に示されるとおりであるが，
もし，S－iii）のように一般利潤率の成立を認めるならば，必然的にS－iv）が成立する
ことも認めることになる。なぜなら，第2図のr、曲線はa11の上昇によって下方にシフ
トするから，rl・＝r，＝r＊となるr＊の値も低下せざるをえないからである。　H－iv）の
ようにこれを認めないとすれば，各産業の利潤率はまちまちのままでよいから，その場合
には，H－iii）のような極端な主張も成立しうる。なぜなら，下方にシフトしたrl曲線
上においても，P’2が極端に低下すれば，旧の利潤率を上回ることもありうるからである。
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　2－2　以上の関係をスラッファ的な立場から考察する。まず，先には直接に妥当した
S－i）ii＞は，ここでは成立していない。しかし，一般利潤率の成立を想定すれば，　S
－iii）iv）が成立することについては，先の場合もこの場合も同一である。たしかに技術
変化のうみだした不均衡が自動的には解消されない調整過程が存在するかもしれないにせ
よ，こうした相互連関をもつ二産業について，資本移動に制約がないとすれば，基準とな
る均衡価格は利潤率を均等化する価格以外には存在しないのである。
　また，直接には妥当しないS－i）についても，次のような二通りの解釈によって，そ
の意義を認めることが可能である。
　A）スラッファ型のモデルを，羽鳥型のそれの近似とみなす。つまり，農業者の資本に
含まれる製造品をネグリジブルなものとみなして，穀物の実物的投入・産出比率からえら
れる農業利潤率（1－a11）／allをもって，農工相互投入モデルに対応したrlないし一般利
潤率γ＊の水準を近似的に示し，またその変動方向を同じくする指標とみなしたという解釈。
この数値は第2図のグラフに示されるように，r、曲線の垂直：軸との切片であるから，この
解釈にはそれなりの根拠が存在する。
　B）羽鳥型のモデルを，基礎的な生産部門と派生的なそれからなる二部門として解釈す
一189一
558
る。ケネー「経済表」のように，製造品は穀物を加工したものにすぎないとみなして，農
業者の資本にふくまれる製造品をその生産に要する穀物に換算して，農業の投入・産出比
率を穀物の実物比率として算定する。農工二部門相互投入モデルの場合には，製造品一単
位を純生産物として獲得するにはal、／（1－a22＞の穀物が必要とされるから，それを用い
た農業の穀物利潤率（剰余率というのがより適切であろうが）は（1－a，2）／La、，（1－a，2）＋
a12a21」一1となる。これは，第2図のグラフでいうと，　P’2をこの製造品生産に必要な穀
物量にあわせた場合に対応する。このとき，r，はゼロで，農業のみに剰余が帰属する。こ
の場合のrlはもちろん，成立する一般利潤率とは異なるが，相対価格によって変容をう
ける以前の本源的な剰余率として解釈することは不可能ではない。
　2－3　では，穀物価値尺度論と部門別の利潤率決定論をとる羽鳥氏の解釈をどう評価
すべきであろうか？　これはH－ii）のように穀物と製造品の相対価格の変化が農業利潤
率に影響することを承認しながら，相対価格の変化が一般利潤率を成立させるというので
はなく，両産業の利潤率が別々に決定されると主張するのであるから，かなり奇妙な組合
せである。私の推測では，羽鳥氏はリカードウの出発点を，価格の変化は，貨幣による混
乱をのぞけば，生産の難易度の変化によるもの以外ではありえないという「労働価値説」
であると考え，資本の流出入による一般利潤率の成立を無概念的としてしりぞけたのでは
ないかと思われる。それは，2－1の二つの式（未知数3）を，一般利潤率の想定によっ
て閉じるかわりに，部門別の生産の難易度にもとつくP’2の決定によって閉じようとする
ものだと考えられる。しかし，一体何をもって，この生産の難易度をはかるべきであろう
か？　価値尺度としての穀物ということであれば，それは相対価格に依存するものであっ
て，循環論に陥る。生産に実物的に必要な本源財としての穀物投入量ということであれば，
今みたばかりのS－i）の解釈Bと同一である。羽鳥氏は，投下労働といわれることであ
ろう。それを検討するためには，これまでのモデルでは，隠れていた労働投入を明示化し
なければならない。それによってはじめて，分配要因をも視野にいれることができるであ
ろう。この場合，再度一単純なスラッファ型農工連関モデルを母体として検討をおこない，
その後に羽鳥型の相互投入モデルをとりあげるのが適当であろう。
3．労働供給部門を独立させたスラッファ型モデル
　3－1　羽鳥氏の穀物価値尺度論の主張は，第1節のスラッファ型モデルにかんするか
ぎり，S－i）～iv）と対立するものではなかった。しかし，羽鳥氏の解釈では，穀物が
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価値尺度としてえらばれたのは，スミスの支配労働説への無意識的な追随によるものとさ
れる。この解釈の当否はきておき，労働価値説との関連で初期の穀物価値尺度論をとらえ
るべきだという氏の提案に答えて，これまでの二つのモデルから労働供給部門（労働者階
級）．を独立させた三部門モデルを考えることにする。
　まず，スラッファ型の農工連関のもとで労働供給部門を独立させた場合である。労働供
給部門においては，ω量：の農産物（穀物）の投入によって1単位の労働が算出され，この
実質賃金率に照応して，貨幣賃金率はw＝tO　P，となっている。資本はすべて賃金として，
農業および工業における労働の投入係数はそれぞれ，L、，　L，であるとすると，これは結
局，allをムω，　a、2をL，ωにおきかえたことと同じである。したがって，
　　　　　ri　＝1／wLi－1
　　　　　r2＝　P’2／toL，一1
となる。
　今度は，rl，　r，曲線の位置を決定するには，分配要因であるωも関係してくる。第3
図では，ωが一定であれば，L，の増大によって影響をこうむるのは，　r、曲線だけである
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が，ωが低下すれば，r，曲線の傾きが急になり，またωの低下比率がムの上昇比率より
も大となる場合には，ハ曲線すら上昇する。
　もし，生存水準賃金論その他によってωが決定されるとしても，r、の方が決定される
にはいま一つの条件が必要である。しかし，このモデルの場合には，一般的利潤率の成立の
仮定（rl・＝r、）とP’，が投下労働量の比率で決定されるという仮定は結局同一のことにな
る。
　また，ωとr1の関係は第4図に示されるが，一般的利潤率が成立するとすれば，もち
ろんこれは同時に，ωとrzとの関係を示すものである。
4．労働供給部門を独立させた農工相互投入モデル
　4－1　次に二部門相互投入モデルから，労働供給部門（労働者階級）を独立させてみ
よう。しかし，かなり複雑iになってきたこのモデルの考察にあたっては，むしろ三部門モ
デルを一般的な形で考え，それにどのような限定が加えられているかをみたほうが良いで
あろう。三部門に対応した相対価格の決定式を一般的な形で考えると次のようになる。
　　　　　1＝（an＋a，、P｝、＋a、1P’3＞（1＋rl）　　　　　（1＞
　　　　P’，＝（a12＋a22P「2＋a，2P’、）（1＋r、）　　　　　（2）
　　　　　P’3＝（a、3＋a23P’、＋a、、P’3×1＋r，）　　　　　（3）
　しかし，未知数は5つあるのでこれだけでは，解を決定できない。したがって，未知数
を2つ減らすための仮定としては，次のようなものが考えられよう。
　i）　rl＝r2＝r3という仮定。
　ii）利潤をあげるのは一部門だけ，のこり二部門は利潤率ゼロという仮定。
　iii）一部門の利潤率はゼロとして，のこり二部門には均等利潤率が成立するという仮定。
　iv）P’2およびP’3が与えられる。
　v）一部門の利潤率ゼロ，およびP’2，P’，のどちらかが与えられる。
　4－2　ところが我々の場合には，a3、，　a32にあたるものが，　L、，　h，またP’，にあた
るものが，ωであって，a33，　rsはゼロである。つまり，（3）式が，
　　　　　to＝ai3十　a23P’z　（4）
という実質賃金く穀物との相対価格で表示したそれ）の決定式になっているのである。ω
を実質賃金と呼ぶことに羽鳥氏は，労働者の消費には製造品もはいるという理由で異論を
唱えているが，このような式であれば氏も満足するであろう。しかし，この場合には，
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a、3，a23が一定という場合でも，それからω一定という結論はひきだせない。したがって，
なお一つの仮定によって，rl，　r・，　P’2の内の一つを消去しなくてはならない。
　その第一は，生産価格論，つまり，ハ＝r，なる均等利潤率の成立の仮定である。
　第二には，農業のみが生産的（農業でのみ純収入＝利潤が成立する）でr2はゼロとい
うケネー型の投下穀物価値論の仮定。
　第三は，相対価格（P「2）についての投下労働比率論の仮定である。
　前節のような場合（つまり，a、、，　a、2，　a21，　a22，　a，3がみなゼロ）には，この三つの仮
定はみな一致したが，本節のような場合には，第5図にあきらかなように，この三つの仮
定は，一般には一致しない。
　このグラフの示すことは，共通の実質賃金は，それだけでは両部門の利潤率の均等を保
証せず，農業での労働生産性の低下（L，の上昇）は，もし労働者の1労働単位あたりの
実質消費ベクトル（a、3，a23＞が一定とすると，　rl曲線を低下させるにとどまるというこ
とである。第一の場合には，P’，は，　r、，　r、の両曲線の交点のX座標であり，　L，の上昇は
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均等利潤率の低下をもたらす。第二の場合は，1ン2はr、曲線の水平軸切片であり，これは
し、の上昇の影響をうけないが，それに対応したrlの値は低下している。さらに，第三の
場合，r、とr2の高低がどうなるかは，総ての係数次第であるし，またし1の上昇によっ
てP’，が上昇するか低下するかも係数次第である。したがって，r1，　r、の動きも係数次第
である。
　さらにまた，分配関係をとりだすと，ωとr、の関係は，第6図のとおりである。
　4－3　ここで，ふたたび4－2項の一般化した三部門モデルにもどって，先の三つの
解決法の位置付けをおこなう。第一の生産価格論は，労働供給部門だけ利潤率の均等化に
参与しえずに，剰余ゼロにとどまる，4－2項のiii）に分類される。第二の投下穀物価値
論は，iりにあたり，第三の投下労働比率論は，　r3をゼロとするv＞にあたるものであ
る。しかし，P’、が投下労働に比例する（P’2＝La12Li＋（1－all）L2］／L（1－a22＞L、＋aziL2」）
というのは，rlもr，も一ゼロで，両産業とも生産物の価格をそれに要する労働費用値踏
的だけでなく間接的にも投下された労働費用）に等しくして，ただ労働供給部門でのみr3
が正となる場合にもあてはまる。その場合，r3　＝ω／（a13＋a23P’2）一1は，労働供給部門
の労働換算の　産出／投入一1　であって，これはマルクスのいう搾取率（＝剰余価値率）
と同一物である。こうした場合には，投下労働比率論もii）の一形態である。つまり，実
物的な穀物比率論は，本源的要素を産業の背後にある労働においた剰余労働論（＝労働搾
取理論）に発展する可能陸がある。しかし，v）の一形態として投下労働比率論を考える
かぎり，労働価値論は，精々のところ生産価格論にたいする近似的接近にすぎない。分配
問題を労働供給部門たる労働階級の経済における意義と特性から，社会科学的に把握する
ために必要なものは，むしろii＞としての労働一剰余労働価値論であるが，それは交換価
値（相対価格）論としての労働価値論と安易に同一視すべきではない。
5．簡単な総括
　以上の考察をまとめてみると，スラッファの解釈は農業を唯一の基礎産業とするモデル
のもとでの実物的利潤率算定論であるが，それは一般的利潤率の成立を前提とすれば，生
産価格のタームにおいても間接的（近似的）に意昧をもちうることになる。そうした意味
圃では，羽鳥氏の批判にもかかわらず，スラッファの主張はまだ崩壊したとはいえない。羽
鳥氏の解釈の方は，リカードウは労働価値説的な枠の内で部門別利潤率決定論をとって破
綻をきたし，価値論の再構築をはかるにいたったというものであろう。しかし，一般利潤
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率の成立は，リカードウにとっては疑うことのできないものであったのであり，羽鳥氏自
身の主張によれば，彼が価値と自然価格の実質的区別の認識にたどりついたのはようやく
晩年であったのである。もし，リカードウが生産価格の表象において，労働価値をかんが
えていたとすれば，部門別利潤率決定論に固執する必要はないであろう。羽鳥氏の主張H
－iii）は極端な場合にすぎないし，　H一　iv）も，もし生産条件の変化の後に再度生産価格
体系が成立するものと仮定するならば，調整過程の局面とそれがおちついた後の結果を混
同した主張ということになる。
　羽鳥氏が労働価値説の萌芽として注目される生産の難易論にしても，それは穀物比率論
と対立するものではなく，むしろ，同一の志向の姿をかえてのあらわれとみるべきではな
いか？　生産難易論にとってのキー変数であるL，は，穀物比率論にとってのそれである
a11を実質賃金率ωでわったものである。実質賃金率を変数と考えるのは，通常J・S・ミル
やマルクスのように，分配を社会的な視点から考察する態度と結びついている。だが，そ
うした態度はリカードウには欠如していたと思われる。
　商品の投下労働価値は，その決定体系における技術的投入係数を生産価格の決定体系と
共通することによって，生産価格を「規制」するのであるが，資本家的市場経済の表面に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リアルは直接あらわれることはできない数値である。それは，モノではないにせよ，本来実物的
なタームなのであり，そうであるからこそ，分配要素に影響されずに剰余を本源的な形で
提示して分配状態を記述しうるのである。農業だけが基礎的部門である生産構造において
は，一またはそうみなせば一穀物費用も，それに類する役割を果たしうる。したがって，
初期リカードウにおいて穀物比率論がそうした役割を担ったとしても，それは価値理論に
おける後退とはいえないであろう。むしろ，より複雑なモデルに対応して，より一般的な
労働価値理論を探究する出発点となったといってもよいように思われる。
その二 リカードゥの価値尺度論と生産の時間的構造
1．はじめに
　初版『原理』以降のリカードウの価値理論についての思索は，資本の諸要素の割合，ま
たそれぞれの回転期聞の相違が商品の価値におよぼす影響を労働価値論の立場から解明す
ることを課題とした。純粋な投下労働価値論（ウェイトなしの投下労働量の比率によって
諸商品の相対価格が与えられるという命題）に対するこうした修正は，彼の場合，こうし
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た影響を除去する「不変の価値尺度」の探究と結びついていた。というのは，そうした影
響の機構が具体的に解明されれば，その影響を相殺しうる価値尺度をえらびだす条件も容
易に発見されると考えられたからである。
　羽鳥氏の著書の第六章以下は，リカードウのこの探究をあとづけることにささげられて
いる。氏の関心はリカードウ自身がこの価値修正論を自分の労働価値説と両立しうるもの
と考えていたかどうかという点に向かっている。氏は，「価値と自然価格との範疇的区別」
を欠くリカードウが，「価値と自然価格の事実上の乖離」を認めざるをえなくなって，ど
のように難渋したかを詳細に叙述し，最後に，リカードウの摸索が，結局のところ現実に
投下された労働ならざる仮想的に投下される労働をもちだしてつじつまをあわせるという
ような自己破産におちいった，と結ぶのである。羽鳥氏の新著のこの部分（二百ページ近
い）は，あたかも苦渋をリカードウとともにしているかの感があり，その結末は読者にリ
カードウ労働価値論についての自己の理解の再吟味をも強いるであろう。
　しかし，羽鳥氏の叙述はリカードウの直面した理論的問題自体の提示（その明確化と分
析的解明）においては十分とはいえない。私は，1）リカードウが価値論を（相対）価格
の説明原理として構想したのであれば，純粋な投下労働価値論は近似以外ではありえず，
価値修正論を予定するものであることは当然であり，さらに　2）リカードウが価値修正
論を「すべては時間の問題に帰着する」と総括したことは，労働価値論を生産の時間的構
造の中で展開することを意図したものと解釈できる，と考える。もし，これが正しいとす
れば，こうした問題圏のなかで「価値と自然価格の範疇的区別の欠如」をもちだすことは，
リカードウの思索にたいしてむしろ「プロクルテスのベッド」をあてることのように思え
　｛2｝
る。
　以下では，まずトレンズの細田をめぐってのりカードウの思索を対象として，労働価値
（2）リカードウとちがって，マルクスは価値と価格を峻別した。しかし，彼は『資本論』
　第二巻の内容豊かな考察を価値論・価格論とむすびつけることをしていないので，時
　間の軸を導入した場合に彼の労働価値論をどう解釈すべきかについては，定説がない。
　つまり，彼の場合は，まさに「範疇的区別」にとどまったのである。リカードウは，
　前貸しされた資本の価値額に比例して利潤が均等に獲得されるという表象を自明のも
　のとしながら，それを労働価値論として説明しようとして努力をかさねた。それはあ
　る意味では，マルクスからも得ることのできない：貴重な示唆を含むと考えられる。
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論が時問軸の方向にどうのびようとしていたかを，いわばその原型において析出したい。
トレンズとの対質は，羽鳥氏によって，リカードウをして価値と自然価格との乖離の事実
に理論的に直面させたものと位置づけられている。その次に，この修正された労働価値論
において生じる問題点を「価値尺度」の選択の問題と結びつけて考察し，晩年の遺稿「絶
対価f直と交換価値」におけるリカードウの提案の具体的意味について考えてみたい。
2．トレンズの設例をめぐって
　2－1　1818年のおそらく2月に，リカードウはトレンズと価値の問題について長時間
の討論をおこなったが，スラッファ版『リカードウ全集』第4巻に収録された両者のフラ
グメントは，この討論に直接関連した資料である。そこで，トレンズは次のような例をも
ちだして，諸商品の交換価値はそれらを生産するのに必要な労働量に比例するというりカ
ードウの命題を攻撃している。
　a）Aは，90日分の生活資料と10日分の生活資料と等価の亜麻をもっていて，90人の労
働者を雇用して亜麻をレースにかえる。Bは，10日分の生活資料と90日分の生活資料と等
価の亜麻をもち，10人の労働者を雇用して粗製リンネルの服地にする。
　b＞両者の生産物は等しい価値になる。なぜなら，両者は等しい価値の資本を生産に投
じ，等しい利潤を得るはずだからである。
　c）しかし，両者の生産物は等量の労働の生産物とはいえない。一日の労働は二日分の
生活資料を生産するという仮定にしたがえば，両者の資本はいずれも，それに先立っ50日
の労働の所産とみなせるから，レースには90＋50＝140（日）の労働が投下されているが，
リンネルには10十50＝60（日）の労働しか投下されていない。
　この事例を図にすると，第7図のようになる。その特徴は，最終生産物をえるまでに，
二段階の生産が想定されていることである。第一段階では50日の労働によって原材料たる
亜麻と次の段階での雇用のための生活資料が生産され，第二段階ではA，Bそれぞれの比
率での原材料と労働の組合わせによってレースとリンネルがそれぞれ生産されるのである。
スラッファはこれを，50日分の生活資料からなる賃金資本が，こうした二段階の生産を経
て，最終生産物になる過程と解釈している。この解釈にしたがえば，トレンズは等量：の本
源的資本の二段階後の生産物の価値は等しいが，その雇用効果は異なるといっていること
になる。しかし，トレンズはそうした本源的資本についてはその短い断片では言及してい
ないので，むしろ農業のような一種の本源的産業における50日の労働によって，100日分
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の生活資料に相当する資本が生産され，その次の段階で製造業がいとなまれる，というよ
うに解釈した方がよいかもしれない。この場合には，トレンズの投下労働量の計算は，最
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）終製品ができるまでの，農業労働と製造業労働の和ということになる。
　2－2　リカードウは，トレンズのこの比例にたいして，次のように答えている。
　a）トレンズの必要労働量の計算は，労働者の生活資料を生産する労働までを含めてい
る点で支持できない。亜麻を加工する労働に原材料たる亜麻に含まれる労働を加えるだけ
でよい。したがって，トレンズのような労働生産1生の仮定にしたがえば，レース生産に必
要な労働の方は，90÷（10÷2）＝95（日〉であり，リンネルの方は，10＋（90÷2）＝55（B）
というのが正しい。
　b）したがって，もし亜麻の生産とその加工がひきつづき同一生産期間におこなわれる
とすれば，100日分の生活資料の価値に等しい資本は多すぎる。A，　Bは，それぞれ95日
分と55日分の生活資料（賃金資本）を必要とするにすぎない。そして，レースとリンネル
の交換価値も，この必要労働量の比率によって決定されるであろう。
（3）トレンズの投下労働量のこの特異な計算方式は，The　Edinbourgh　Mαgαzine，
　Oct．1818における論説では撤回されたものであるが，期首資本の全体を基準とする
　点で，第3節で検討するリカードウの後の提案との関係で興味深い。The　Edinbourgh
　Mαgαzineの論説は，中村広治氏が邦訳と解説の労をとっている。「トレンズのリカァ
　ドゥ価値論批判」，『経済論集』（大分大）29－3。
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　c）しかし，亜麻が加工可能な状態になるまで時間がかかる場合には，b＞のようなこ
とは成立しない。そのときは，亜麻は賃金資本とは別個の「固定資本」とみなさなくては
ならなくなる。各段階が一年に対応するとすれば，この「固定資本」の耐久期間はA，B
どちらにとっても一年であるが，その価値はAの方では10日分の生活資料の価値でしかな
いのに，Bの方ではその90日分である。そのために，労働価値論が修正されて，生産物が
ちょうど等価になるケースとみるべきである。
　2－3　このリカードウの自己弁護は，『原理』初版の叙述を擁護するためか，従来の
用語法から逸脱して原材料たる亜麻を「固定資本」とみなした（正しくは，『原理』第2
版のように「流動資本」というべきである。）ことを除けば，筋のとおったものである。
そうした用語上の混乱はあるにせよ，私達がこの回答からみてとることができるのは，b）
c）の区分のように，生産の時間的構造あるいは資本の構造をリカードウが慎重に取り扱
ったことである。
　トレンズとリカードウのまず第一の差異は，最終生産物に含まれる投下労働の計算の仕
方である。トレンズは第二段階（t期）期首の資本に含まれる労働の全体を第二段階にお
いて雇用される労働に加えるが，リカードウは前者のうち原材料（亜麻）に含まれる部分
だけをそうする。いいかえれば，トレンズは期首資本の労働価値の全体が最終生産物に価
値移転するように捉えたのに対して，リカードウはそれをマルクスのいう「不変資本」だ
けに限定したのである。
　つまり，リカードウによれば，最終製品の労働価値Lは次の式のようになる。
　　　　　1L＝　K，・　　　　　　　十÷一・　　　　1十at
Kt　at
2　1十の
　この式の第一項は第二段階の投下労働L，，第二項は第一段階の投下労働L，．1を示す。
K，は生活資料の日数分で表現された第二段階の期首資本の価値であるが，これを労働価値
に換算するために，第二項では，「一日の労働が二日分の生活資料を生産する」という労
働生産性の仮定によって2でわられている。σは，マルクスの「資本の有機的構成」（物的
資本の価値／賃金資本の価値）である。
　第二の差異は，リカードウは労働投下の時間的構造を考慮にいれて労働価値の修正によ
って価格構造をも説明しうると考えた点である。つまり，ここでも生活資料の価値（一日
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あたりのそれ）を基準にとるとすると，Tを利潤率として，最終生産物の価格は
　　　　　P＝・L，（1十の十L，一1（1十r）2
である。
　リカードウの立場からすれば，トレンズの先の設例は，今期の生きた労働と，亜麻に体
現されている一期前の蓄積された労働が，A，　Bそれぞれにっき，次のように組合わさっ
ている場合である。
　　　　　Pa＝90（1十　r）十5（1十　r＞2
　　　　　1⊃b＝10（1一ト　r）十45（1一ト　r）2
　そして，トレンズの労働の生産性についての仮定をrに転用するならば，r＝1より
Pa／P，＝＝1になるであろうというのである。
　2－4　前項でみたような，価格構造を規定するものは労働投下の時問的構造を考慮し
て修正された投下労働量であるというりカードウの主張を，固定資本の存在しない場合に
ついてより一般化して示せば，次のようになるであろう。
　資本Kが賃金資本Wと物的な原材料への投下分Cにわかれるとすれば，商品の自然価格
Pは，一般的利潤率をTとして
　　　　　P＝（14z十CX1十7）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
となる。「資本の有機的構成」の概念を用いると
　　　　　P＝W（1＋σ，）（1＋r）　　　　　　　　　　②
である。
　wを賃金率として，t時点の生産において直接投下される労働はL，であるが，原材料
に含まれている労働も，それが何期前に投下されたかに応じてL、一nで表わされ最終生産
物の生産に必要な労働量の全体は
　　　　　L＝　Lt十　Lt－i十　’”十Lt一・n十　”’　（3）
によって与えられる。トレンズの設例に対するリカードウの解釈では，原材料の労働への
還元が一段階さかのぼるだけで完了しているが，この還元は無限に遡及していくことも考
えてよいのである。（生活資料のみからなる本源的資本，あるいは本源的産業を想定する
必要はない。）最終段階での賃金資本wLtであるが，物的資本σの価値も，この式の右
辺の第二項以下の労働量を雇用する賃金資本wLt．。の系列に還元される。ただし，これ
らの賃金資：本もまた時間の中に配列された量であり，投下期間ごとの利潤率を要求する。
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したがって価格は，
　　　　　P＝　wL，（1十　r）十　w工“t＿、（1十　r）2十・r・十　wLt＿n（1十　r）n＋！十　…’　（4）
となり，二つの商品の相対価格でみると賃金率wは消えて
　　　　　Pα　　Lα，t十Lα，t＿1（1十γう十…十Lα，t＿π（1十r）n十…　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）　　　　　P，｝　L，，t十L，，t＿1（1十r）十…十L，，t＿n（1十r）n十”●
になるはずである。ここでもし，利潤率丁が労働の生産性そのものによって与えられるも
のだとすれば，各労働項にかかっているウェイト1十rは生産の時間的構造によって与え
られるものと解釈できる。つまり諸商品の価値関係は，各段階の労働量の単純な総和では
ないが，生産の時間的構造によって決定されるウェイトをつけて集計した労働量
　　　　　L」L，十L，＿，（1十r）十’・・十L，一n（1十r）n十…　　　　（6）
によって与えられるという解釈が可能になる。これが時間要素によって修正された労働価
値論であろう。これを用いると，期首の資本量は
　　　　　K，＝wL’　（7＞
回目対イ面†各は
　　　　　Pa／Pb　＝＝　L’a／Vb　〈8＞
となる。リカードウがトレンズに対して資本の価値自体をどう規定するかが問題であると
答え，また，当初は，資本構成の問題として立てられた価値修正の諸契機をリカードウが
「すべては時間の問題に帰着する」と総括したのは，このような観点からであろう。
　2－5　ここでついでながら，この修正された労働価値とべーム＝バヴェルクの「平均
的生産期間」，およびマルクスの「資本の有機的構成」の概念との関係をみておこう。
　修正された投下労働量と単純に加算された投下労働量のあいだに次の関係があるとすれ
ば，
　　　　　L’＝　L（1十　r）T　（9）
価格は
　　　　　P＝wL（1十7’）ア＋1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1①
相対価格は
．　砦一圭li鴇i；；　　　　　　　（11）
となる。しかし，注意を要するのは適当な数値例をいれてみてわかるように，（9＞式のTま
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た（11＞式の値は利潤率によって影響をうけるということである。
　この修正労働価値論においては，マルクスの「資本の有機的構成」（C／　W）は，
　　　　　σt＝＝LL‘＿1（1十r＞十…　十L，＿π（1十r）n十…　」／L，　　　　　（12）
より，
　　　　　L’＝　L、（1＋σ、）　　　　　　　　’　　（13＞
としてあたえられる。したがって，
　　　　　寄歪1：：i｝早舞：：i．　　　・14・
となるが，（12＞式から明らかなように，この「有機的構成」もまた利潤率の変動の影響をう
ける。
3．晩年の価値尺度論と「虚構の労働量への還元」
　3－1　前節のようにみていくと，1818年のトレンズとの論争では，リカードウは労働
価値論をその修正をも含めて構想していたため，トレンズの攻撃にも余裕をもって対する
ことができたといえるだろう。しかし，この生産の時問的構造あるいは資本構成という契
機をいれて修正した労働価値論にも，大きな欠陥があった。それは，生産の技術的条件（労
働投下の時間的構造）が不変にとどまる場合でも，賃金率の変動が諸商品の相対価格の変
動をもたらす可能1生が存在したからである。
　というのは，前節において「労働の生産性」を利潤率に転用したのは，厳密にいえば誤
りだったからである。賃金率はたしかに，「一日分の生活資料」というような一定の水準
の近くにおちっく傾向をもつかもしれないが，それでも物的な「労働生産性」から利潤率・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）賃金率というような分配要因を確定することはできないのである。むしろ，こうした所与
の労働生産性の枠内で利潤率と賃金率が背反関係にあるというのが，リカードウのいま一
つの確信であった。したがって，賃金率の変動が利潤率に影響を与えるかぎり，（5）式から
明らかなごとく，相対価格の変動は不可避である。
（4）問題点はそれだけでなく，生活資料を生産する労働という特殊な労働の生産性を，
　ことわりなしに労働一般の価値的生産性と同一視した点，さらにまた，利潤率の算定
　においては，賃金資本だけでなく物的資本の価値額も考慮にいれなくてはならないこ
　とが無視されている点にも存在する。
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　そこで，次にでてくる問題は，こうした分配要因の影響は「価値尺度」となる商品の適
当な選択によって相殺しうるかどうかということである。諸商品の相対価格の体系を，生
産の諸条件のみに依存し，分配関係に影響されない姿で手にいれるための価値尺度となる
商品の条件を，生産の時間的構造の中に求められるか，という問題である。しかし，リカ
ードウが確認することができたのは，ある商品にとって正確な価値尺度となりうる商品は，
それと「同じ条件のもとで生産される」商品であるということにすぎなかった。それは，
（5）式からわかるように，比較されるべき商品と生産における労働投下の時間的構造が全く
同一で，各時点ごとの投下量が比例的に相違しているだけというようなきわめて特殊な場
合である。
　リカードウはそれであきらめずに，生産期闇が社会全体の産業の平均に近い商品が価値
尺度として適当ではないかとも考えた。それはおそらく，利潤率は社会全体の生産体系に
よって決まるのであるから，生産期間が社会的に平均的である商品の価格の運動は社会全体
のそれを代表しうるのではないかと考えたからであろう。しかし，「平均的生産期間Jに
せよ，「資本の有機的構成」にせよ，利潤率の変動によって影響をうける数値であるから，
そうした「平均的」な商品がもしある時点において存在したとしても，利潤率が変動した
次の時点でも，それが「平均」の位置にとどまるとはかぎらない。この「平均」の摸索に
おいて，リカードウはスラッファの「標準商品」の構想にもっとも近づいているが，両者
をへだっ谷問も大きく，ベーム＝バヴェルクとマルクスに由来する先の二つの概念もこの
谷間の中に位置しているのである。
　生産期間がゼロに近い（1日）商品から，1週間，1月，1年，あるいはそれ以上のも
のというような適当な「価値尺度」を求める摸索のあげく，彼がたどりついたのは，社会
全体の産業をみわたせば1年というのが「両極端の中間」に近いのではないかという暫定
的な結論であった。この選択については，リカードウのいう「両極端の中間」を理論的に
とって，上段でのべたような「価値尺度」の近似ととる解釈のほかにもいくつかの解釈が
可能であろう。たとえば，リカードウは結局，農業の生産構造を基礎におく穀物価値論の
表象に復帰したとみる解釈もありうるであろう。しかし，1年という生産期間をもつ商品
を価値尺度として選定するということには，種々の長さをもつ諸商品の生産期問を一定の
単位的な生産期間に基準化して価値比較をおこなうという，いわば手続き的な意味も存在
する。遺稿「絶対価値と交換価値」の「草稿」（『全集』第4巻所収）でリカードウは，こ
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の選択にもとづいて具体的な数値例を示すとともに，それを労働価値論と関係づける解釈
を試みている。以下では，それを検討したい。
　3－2　「絶対価値と交換価値」の「草稿」での，生産期間1年の価値尺度財の適用例
とそれにたいするリカードウの解釈は次のようであった。
　i）A商品は，第1年目に100ポンド，第2年目に同じく100ポンドを投じて労働を雇用
して2年間かかって生産された。B商品は，第1年目に200ポンドを投じて労働を雇用し，
その翌年は労働を加えずに保存して，2年目の終わりに市場にもちだす。最後にC商品の
生産期間は1年だけで，1年間に200ポンドを労働に投じてその年度末に完成する。
　ii）この3商品は，いずれも等額の資本によって雇用される等量の労働によって生産さ
れているが，その価値は異なるであろう。もし利潤率を10％とすると，A商品は231ポン
ド，B商品は242ポンド，　C商品は220ポンドになるであろう。　C商品を基準としての相対
価格は，A：B：C＝1．05：1．1：1である。
　iii）しかし，利潤率が5％に低下すると，投下資本をいずれも2QOポンドとして計算し
て，A商品は215．25ポンド，　B商品は，220．5ポンド，　C商品は210ポンドとなる。価値尺
度としてとったC商品を価値不変（220ポンド）として計算すると，A商品は，225．5ポン
ド，B商品は，231ポンドとなる。つまり，生産諸条件の変化なしに相対価格比は，1．025
：1．05：1に変化する。
　iv）しかし，　C商品の生産期間は1年であるから，この商品を価値尺度に選ぶことは，
まだ生産の途上にある他商品についても1年ごとに評価（再評価）が行われることに他な
らないと解すべきではないか。第1年度の終わりのA，B商品（その中間生産物）の価値
は，当初の仮定によれば，それぞれ110および220ポンドであるが，これは利潤率が5％に
なっても，C商品の価値不変（220ポンド）とすれば変化することがない。つまり，相対
価格の変化は一年目についてはおこらず，それは使用された労働量の比（A：B：C＝1
：2：2）に一致する。
　v）2年目の期首における三者の資本額はAは110＋100＝210ポンド，Bは220ポンドで
あるが，Cは200ポンドでしかない。利潤率が10％とすれば，期末の生産物の価値は，期
首資本額に比例して，それぞれ231，242，220ポンドとなる。この点（つまり期末生産物
の相対価格が期首の資本額の比率に一致すること）は，利潤率の変化に影響をうけない。
相対価格のこの比率1．05：・1．1：ユは，それぞれこれだけの資本額がC商品の生産に投じ
一204一
リカードウ経済学と価値論　573
られた時に雇用される労働量の比率ではあるが，A，　B商品の生産の2年目に現実に投じ
られる労働量のC商品のそれに対する比率（1：0：2）ではない。商品の相対価値は，
「それに現実に使用された労働量：によって評価されるのではなくて，その価値〔期首資本
価値〕で雇用しうる労働日，それが尺度である商品の生産に向けられる場合の労働量によ
って評価される」と考えるべきではないか。
　3－3　以上のことを一般的に式であらわしてみよう。また，先の設例に即した説明と
しては，第8図を参照されたい。
A
B
C
1一一1
iO，5i
L一　一　；
?
i－f　1　一／
U　一　一　J
「雌旗1↓
一一一一u一
じ　　　　　　　　　　　コ　　　　の　　
1巳亘〕　　1
」　＿　一　＿　＿　一　閏　＿　＿　＿　
?
（1十　rHO，5十〇．5（1十　rN
■↓↓〔ヨ
←←
■
｝」1
???
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日
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第8図
　商品の自然価格とその相対価格は一般的には，（4×5＞の両用で示されていた。リカードウ
の設例では，尺度として選定された「生産期間」1年の商品（C商品とする）の自然価格，
およびそれを尺度としたD商品の相対価格は次のようになるだろう。
　　　　　Pc＝　WLc（1十　T）　（1　5）
　　　　　Pd　Ld，t＋　La，t．i（1＋　r）十　”’十　Ldt一．（1＋　r）”＋　・・一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）　　　　　Pc　Lc
　この場合，tは年単位の期間，　rは年あたりの利潤率として整理されているものとする。
　C商品の価値によって測定された他商品の価値（相対価格）は，この式に明らかなとお
りrの影響を受けるが，それは商品Dの生産目玉の全体を考慮にいれているからである。
いいかえれば，商品が完成した後になっての回顧的な時間的視野をとっているからである。
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しかし，この式はtを今年度として，商品Dの生産の進行中における価値評価を示すもの
としてみなすこともできる。その場合，商品Dの生産に何年が必要であるとしても，第1
年目の評価では，
　　　　　Pd，t／Pc＝＝　Ld，t／Lc
であり，2年目には，それは（Ld，，／L、）＋［（1＋r）L．，t．1／L，）」となり，　n年目には
　　　　　磐一婦L－1（1＋の去”’＋玩・一・（’＋「’n（17）
となるであろう。この式の右辺の分子のη番目の項は，n－1年前に投下された労働が1＋r
のウェイトの評価をn－1回受けたことを示す。こうした再評価をうけた諸項を含む分子
全体をまとめて修正された投下労働量L’，で表示すれば，この式は
　　　　　Pd，　t／　Pc＝　L’d，t／Lc　（1　8）
となって，利潤率の影響は式の上では明示的にはあらわれなくなる。つまり，修正労働価
値が，C商品の生産に要する労働量の倍数で示されるのである。
　または，⑱式の分母・分子にwをかけて，分母を生産期間1年で完成する商品Cの生産
者が年度始めに用意する資本価値額であり，分子をD商品生産者の生産開始後n年目の期
首の資本価値額（中問生産物の評価＋今年度投下予定賃金資本）にかえて考えても良い。
　　　　　Pd，t／Pc　＝＝　w　L’d，t／　w．Lc＝　Kd，t／Kc　（1　9）
　その場合，これらの式の値は，分子の資本価値額でもってC商品を生産するとすれば，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）C商品の生産に今年必要な労働量Lcの何倍になるかを示すものと解釈できるであろう。
羽鳥氏が「虚構の労働量への還元」と特徴づけたりカードウの見解（3－2のvのそれ）
は，こうしたものであったと思われる。
　3－4　商品の価値比較を単位期間たる1年ごとに整理しておこなうことによって，賃
金率（利潤率）の変動の影響を捨象しようとするこの方式は，「不変の価値尺度Jを求め
る本来の目的からすれば表面的な解決にすぎない。私達がすでにみてきたように，期首資
（5＞単位期間をとっての「資本の有機的構成」を想定するならば，（19）式は，次のように
　かきかえられる。
　　　P・，，L。，t（1＋σ、）
　　　　Pc　Lc
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本の価値自体も，再評価をうけた投下労働量も利潤率の影響をうけるのであって，決して
確定したものではないからである。
　この：方式が興味深いのは，まず第一には，それが労働投下のそれ自体としては多様な時
聞的構造を1年という単位期間を設定することによって整理し，各段階ごとに商品の価値
形成を説明しようとしている点である。現実の労働投下のパターンは1年のあいだだけを
とっても多様であるから，厳密にいえば，ユ年ごとの投下労働量（L，一。）もまた「平均的
生産期間」としての1年に対応した量（L’t．。）であると考えるべきであるかもしれない。
これは，尺度となる商品についても同様である。
　第二に興昧深いのは，尺度となる商品の生産期問がユ年とされたことはそれ自体として
は形式的なことであるが，こうした操作によってこの単位期間だけに視野を限定すれば，
賃金率も利潤率も影響を及ぼさない外形が得られていることである。それは，リカードウ
の自然価格が，賃金が資本に含まれる｛1）あるいは（4）式のようになっていることに対応す
る。このような価格形成方式のもとでは，海辺で採取される金銀や小えびのように生産期
間をゼロとみなせるような商品は，賃金以外に利潤をうまないので，もしこれらを価値尺
度財に選定した場合には，前項の諸式のような外形はえられない。こうした選択の問題は
「支配労働価値」論を拒否するリカードウの態度と関連していたかもしれないが，ともか
くリカードウが結局ワン・テンポずれた「支配労働価値」論のような解釈をとったことは
皮肉である。
　第三に興味深い点は，こうした生産期問の標準化の技法は，固定資本の結合生産物とし
ての取扱いにも路を開きうるという点である。私達は本稿では固定資本の存在を考慮にい
れなかったが，固定資本のこうした取扱は，トレンズ，リカードウ，マルサスのそれぞれ
の念頭にあったアイデアであった。この点にたちいった検討をくわえなかったことは，賃
金・利潤の背反関係をただ前提しただけにとどまったこととあわせて，本稿（「その二」）
の検討を中途半端なものにしている。
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